
＜事業の内容＞ ＜保安林制度の概要と事業対象＞
森林法に基づき民有保安林の指定・解除等の事務及び民有保安林に関
する損失補償金の支払いを実施し、保安林制度の適切かつ円滑な運用を
図ります。具体的には、下記の内容で実施します。

① 保安林整備事業委託費 370,886 千円
国土保全上又は国民経済上、特に重要な流域の水源の涵養や土砂
の流出・崩壊の防備を目的とする民有保安林等の整備を推進するため、
農林水産大臣が行う当該保安林の指定・解除等の事務を行います。

② 保安林及保安施設地区補償金 61,071 千円
水源の涵養や土砂の流出・崩壊の防備を目的とする民有保安林等の
指定に伴い森林所有者等が受ける損失に対して、国が補償金の支払い
を行います。

③ 保安林整備事業費等補助金 21,050 千円
①の対象外の民有保安林に関して、都道府県知事が行う当該保安林
の指定・解除等の事務及び②の対象外の民有保安林に関して、都道府
県が行う損失の補償に要する費用の一部を補助します。

① 委託

③（1/2）

保安林等整備管理費（継続） 【令和６年度予算概算決定額 453,007（459,405）千円】

＜対策のポイント＞
国民の安全・安心の確保のため、水源の涵養や災害の防備等の公益的機能の発揮が必要な森林を計画的に保安林として指定します。保安林の指定に伴
う伐採の制限により発生する損失について、所有者への補償を行います。

＜政策目標＞
保安林制度により永続的に森林として維持すべき面積を拡大 1,226万ha［令和３年度末］ → 1,301万ha［令和15年度末］
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＜事業の流れ＞

公益的機能の発揮に必要な森林を保安林に指定

【行為制限】
○立木の伐採を指定施業要件で規制
○伐採跡地への植栽の義務
○土地の形質の変更等の規制

指 定

公共事業用地に転用等する場合、指定を解除

解 除

・対象森林の現況や所有者情報等の調査
・保安林指定調書の作成

・解除の要件を満たすことの確認調査
・保安林解除調書の作成

指定

解除

指定事務

解除事務

立木の伐採が制限されることによる
損失を補償

損失補償

・補償額の算定調査事務
・森林所有者が支払う損失補償金

損失補償事務

保安林の管理

・保安林境界の調査
・違法伐採等の調査

管理事務

③の内数
補償金支払
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涵養②土砂の

流出の防備
④飛砂の
防備

⑥雪崩・落石
の危険の防止

⑧魚つき

⑩公衆の
保健

③土砂の
崩壊の防備

⑤風害、潮害、
雪害等の防備

⑦火災の
防備
⑨航行の
目標の保存

⑪名所・旧跡
の風致の保存

［お問い合わせ先］林野庁治山課（03－3502－8074）
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